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１．はじめに 
 
過度な自動車利用により引き起こされる諸問題につ

いて，これまで交通需要マネジメント（TDM）をはじ

めとした様々な検討がなされてきたが，近年，個人の

心理に働きかけて自発的な行動変容を促すモビリテ

ィ・マネジメント（以下，MM とする）の有効性が着

目されつつある．MM は，交通問題を「一人ひとりの

行動の積み重ね」によって生じるものと捉える考え方

に基づく施策であり，多様なコミュニケーションを用

いて個人の行動変容を促すことで，地域や都市を「過

度に自動車に頼る状態」から「公共交通や徒歩などを

含めた多様な交通手段を適度に（＝かしこく）利用す

る状態」へと少しずつ変えていく一連の取り組みを意

味している 1) ． 
我が国では，1999 年より MM の実験的な取り組み

が各地で実施され，その技術についての研究が蓄積さ

れている 2) ．また，行政においても，MM を進める上

での組織が構築されつつあり，2005 年度より，運輸行

政および道路行政において MM が重要な施策の一つ

として位置づけられるとともに，都市圏パーソントリ

ップ調査においても MM を推進することが図られて

いる．さらには，MM についての実務と技術の双方を

議論する場として，2006 年度より国土交通省および土

木学会が主催となった「日本モビリティ・マネジメン

ト会議（JCOMM）」が開催されている 3) ． 
このように，我が国においては，今まさに MM が本

格的に導入される段階へと移行することが期待される

ところである．しかしながら，行政が主体となって

MM を継続的に進めていくためには，その財源を確保

する制度が整備される必要があり，MM の効果を経済

的観点からも評価できるようになることが求められて

いるにもかかわらず，現段階では，そうした評価がほ 
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とんどなされていない． 
そこで，本稿では，MM 施策を経済的観点から評価

するための指標について検討するとともに，大規模な

コミュニケーションの有効性を検証することを目的と

して京都市及び周辺地域に約 51 万部配布される新聞

記事を活用して展開された MM4) の費用対効果を具体

的に算出しつつ，MM 施策の費用便益分析の具体的方

法論の一つを提案することとする． 
 
２．評価指標と記事の効果について 

 
本稿において評価対象としたリビング京都を活用し

た MM では，マスメディアにおけるコミュニケーショ

ンの有効性を検証するため，京都府および周辺地域に

て無料で配布されるタブロイド紙であるリビング京都

の紙面にて，「かしこいクルマの使い方」を普段から心

がけてもらいたいという旨のメッセージと共にプロジ

ェクトの概要やTFPへの参加者の募集記事を掲載した

（本稿は費用分析の内容を報告することを主としてい

ることから，その MM の内容の詳述を避けるが，詳し

い内容については，文献 4）を参照されたい）．また，

記事掲載から 2 ヶ月後にポスティングにより 5,000 名

にアンケート調査を実施し，記事の記憶の程度を 5 段

階で尋ねるとともに，普段の交通行動について記入を

要請した（有効回収数 1,698，回収率 34.0%）． 
本稿では，心理実験における Only Post Test Control 

法（事後対統制群比較法）の考え方 5) に基づき，表 1

に示した記事の記憶の程度についての回答分布を基に，

「よく覚えている」人および「何となく覚えている」

人が記事により行動を変えたと考える一方，「読んでい

ない」人を統制群と見なし，両者の差でもって MM 効

果を測定した．ただし，記事を読んでいない人と読ん

だ人の間での性別分布の差が交通行動の差に影響を及

ぼす可能性が考えられることから，記事について「読 
 

表1 記事の記憶の程度についての回答分布 
⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯ 
記事への接触記憶度についての設問の回答 n (%) 

⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯ 
「読んでいない」 433 (29.2) 
「全く，記憶にない」 290 (19.5) 
「あったような気がするが，内容は覚えていない」  548 (36.9) 
「内容についても，何となく覚えている」 146 (9.8) 
「よく覚えている」 44 (3.0) 
未記入 24 (1.6) 

⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯ 
合計 1,485 (100.0) ⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯⎯ 
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えている」人のみを対象に重回帰分析を行うことで，

男女差の影響を排除した各交通手段の利用回数あるい

は利用時間における記事の効果を算出した（表2）．な

お，本稿では，表2に示した全ての結果を用いて算出

した便益に加えて，係数の有意確率（片側）が 10%以

下である項目のみ記事の効果があったと考えて算出し

た便益についてもあわせて示す． 
また，便益の算出にあたっては，「何となく覚えてい

る」人と「よく覚えている」人と回答した人の割合が，

記事が掲載されたリビング京都の配布地域全体に同じ

割合で拡大できるものと仮定し，配布地域全体におい

て，「何となく覚えている」人が 50,143 人（9.8%），「よ

く覚えている」人が 15,111 人（3.0%）の合計で 65,255
人（12.8%）存在することとする．なお，今回の記事

によって態度や行動が変容した個人は，それぞれの世

帯に複数存在することも考えられるが，今回の調査で

は一世帯あたり一人ずつしか意識と行動を測定してい

ないため，以下の便益評価が“過小評価”となる可能

性が考えられる．ただし，当該アンケート調査の回答

率が 34.0％であったことを考慮すると，もしも，記事

内容を覚えている人の方が回答する可能性が高い傾向

があったとすれば，“実際”に記事を記憶している人は，

アンケート回答者中のそれらの値よりも低くなり，今

回の評価が“過大評価”となる可能性も考えられる．

この様に，以下の評価には，過大評価である可能性と

過小評価である可能性の双方が含まれるが，少なくと

もそれらの一部は相殺されているものと考えられる． 
本稿では，以上の前提を踏まえつつ，文献 6）にて

報告されている福岡における MM の施策評価事例を

参考にしつつ，図1に示す指標により便益を算出する

こととした．なお，文献 6）では，健康増進便益，交

通事故損失減少便益，公共交通移動費用の運賃収入増

加については算出されておらず，これらは本稿にて新

たに検討した指標である．また，リビング京都を活用

した MM についての詳細については文献 4），7）を

参照されたい． 
 

３．各便益指標の算出方法 

 

次に，図1で示した各指標により求められる便益に

ついての算出過程を示す．なお，結果については，表

3にてまとめて示すこととする． 

 

（１）健康増進便益 

これは，人々がクルマ利用から公共交通や自転車や

徒歩など適度な身体運動を伴う交通手段の利用へと転

換することに伴い，個人の健康が良好になることで社

会保障費等が減少することにより得られる便益を意味

する．なお，本稿では，医療費のみについて検討し，

式1を用いて算出する．  
ΔMEDICAL = C’me - Cme（円/人･日）･･･式1 
・C’me：MM 実施後の徒歩時間に対応する医療費（円/人･日） 
・Cme：MM 実施前の徒歩時間に対応する医療費（円/人･日） 

 
ここで，「徒歩時間に対応する医療費（円/人･日）」

は，「1 日歩行時間と医療費 8)」を用いて，各個人の「月

平均徒歩時間（分）」の値から，一人あたり一ヶ月あた

りの医療費を求めた．その値より，表2と同様に，記

事について「読んでいない人」，「何となく覚えている」

人，「よく覚えている」人のみを対象に重回帰分析を行

い，男女差の影響を排除した上での医療費の差を算出

した． 
 
（２）交通事故損失減少便益 

これは，MM により人々のクルマ利用が減少するこ

とで自動車を運転している間に交通事故に遭遇する確

B β t p (片側)
公共交通利用回数 (定数) 5.03 8.98 0.00
（回/月） 「何となく覚えている」ダミー -0.59 -0.03 -0.79 0.21  

「よく覚えている」ダミー 2.40 0.08 1.94 0.03 **
男性ダミー 1.16 0.08 1.81 0.04 **

クルマ利用回数 (定数) 13.63 17.68 0.00
（回/月） 「何となく覚えている」ダミー -1.95 -0.08 -1.89 0.03 **

「よく覚えている」ダミー -3.79 -0.09 -2.21 0.01 **
男性ダミー 1.54 0.07 1.74 0.04 **

バイク利用回数 (定数) 1.54 3.11 0.00
（回/月） 「何となく覚えている」ダミー 1.05 0.07 1.58 0.06 *

「よく覚えている」ダミー 2.60 0.10 2.33 0.01 **
男性ダミー 0.63 0.05 1.11 0.13  

自転車・徒歩利用回数 (定数) 13.24 16.75 0.00
（回/月） 「何となく覚えている」ダミー 2.08 0.08 1.95 0.03 **

「よく覚えている」ダミー 3.10 0.07 1.77 0.04 **
男性ダミー -4.44 -0.20 -4.89 0.00 **

クルマ利用時間 (定数) 33.52 10.63 0.00
（分/日） 「何となく覚えている」ダミー -2.60 -0.03 -0.62 0.27  

「よく覚えている」ダミー -9.29 -0.05 -1.29 0.10 *
男性ダミー 16.60 0.19 4.60 0.00 **

自転車利用時間 (定数) 12.05 10.07 0.00
（分/日） 「何となく覚えている」ダミー 6.93 0.18 4.35 0.00 **

「よく覚えている」ダミー 2.13 0.03 0.78 0.22  
男性ダミー -4.80 -0.14 -3.50 0.00 **

徒歩時間 (定数) 28.14 12.77 0.00
（分/日） 「何となく覚えている」ダミー 7.66 0.11 2.64 0.00 **

「よく覚えている」ダミー 6.63 0.06 1.29 0.10 *
男性ダミー 5.46 0.09 2.16 0.02 **

p<0.05:** ,p<0.1:*

表2 男女差の影響を排除した各交通行動の差 

図１ 施策の評価指標 

社会的
便益

環境改善便益
（円/日）

交通量観測データ等
時間価値等

クルマ移動時間減少便益
（円/日）(MM参加者以外に及ぶ)

クルマ総走行台時間減少
平均運賃(円/回)

交通事業
者の便益

運賃収入増加便益
（円/日）

クルマ走行費用削減便益
CO2排出量原単位

（g-CO2/分）（g-CO2/回）
CO2の費用

（円／g-CO2）

交通手段別移動距離の
変化（km/人・日）

クルマ

平均運賃(円/回)

公共交通移動費用の増加
平均旅行速度(km/h) 平均燃費(円/km)

MM参加
者の便益

交通交通手段別移動時間
の変化（分/人・日）

健康増進便益
（円/人・日）

徒歩時間と医療費(円/分)
徒歩

交通事故損失減少便益
（円/人・日）

クルマ 事故損失費用(円/件)

移動費用の変化
（円/人・日）公共交通
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率が減少し，それに伴う経済的損失額が減少すること

により得られる便益を意味し，式2を用いて算出した． 
 
ΔAC = Cac × αac × ΔTcar（円/人･日）･･･式2 
・Cac：交通事故一件あたりの損失費用（円/件） 
・αac：対象地域における交通事故遭遇確率（件/分） 
・ΔTcar：クルマ利用時間の変化量（分/人･日） 

 
ここで，「交通事故一件あたりの損失費用」は，「死

傷者一名あたりの経済的損失額（円/人）9) ×対象地域

における交通事故による死傷者数（人/年）10) ／対象

地域における交通事故発生件数（件/年）10) 」より算

出した 4,337（円/件）を用いた．また，「対象地域にお

ける交通事故遭遇確率」は，「対象地域における交通事

故発生件数（件/日）10) ／｛対象地域における平均ク

ルマ利用時間（分/人･日）11) ×対象地域の人口（人）
12) ｝」で算出した 0.91×10-6（件/分）を用いた． 
 
（３）クルマ走行費用（燃料費）削減便益 

これは，MM によりクルマ利用が減少することで，

移動に必要となる費用が削減されることによる便益を

意味し，式3を用いて算出する． 
 
ΔGAS = Cgas × ΔTcar × Vcar / 60（円/人･日）･･･式3 

・Cgas：ガソリン価格（円/km）＝「対象地域におけるガソリン

の税引き後価格（円/ℓ）／自動車の燃費（km/ℓ）」 
・Vcar：対象地域におけるクルマの平均旅行速度（km/h） 
・ΔTcar ：クルマ利用時間の変化量（分/人･日） 

 
ここで，「ガソリン価格」は，「対象地域におけるガ

ソリンの税引き後価格（円/ℓ）13) ／自動車の燃費

（km/ℓ）14) 」で算出した 6.04（円/km）を用いた．こ

こに，税引き後のガソリン価格とは，燃料費の削減は

世帯にとっては便益であるが，燃料費に含まれる税分

の削減は，政府にとって負の便益となることから，こ

れらを相殺するため対象地域におけるガソリン価格

136（円/ℓ）から揮発油税 48.6（円/ℓ）及び地方道路税

5.2（円/ℓ）の合計 53.8（円/ℓ）を減じた値である．ま

た，「対象地域におけるクルマの平均旅行速度」は，対

象値域の旅行時間の合計と調査延長の合計より算出し

た 25.1（km/h）15) を用いた． 
 
（４）環境改善便益（ＣＯ２排出量の削減） 

これは，MM により人々のクルマ利用が減少し，公

共交通や自転車，徒歩など環境への負荷がより小さい

交通手段へと転換することで排出されるCO2の量が削

減し得られる便益のことを意味する．なお，自動車利

用については「利用時間（分）」を尋ねているため，式

4-1 を用いることとし，公共交通およびバイクについ

ては，「利用回数（回）」しか尋ねていないため，式4-2

を用いることとする． 

ΔCO2
C = CCO2 × βcar × ΔTcar（円/人･日）･･･式4-1 

・CCO2：CO2 1g あたりの費用（円/g-CO2） 
・βcar：クルマの CO2排出量原単位（g-CO2/分） 
・ΔTcar ：クルマ利用時間の変化量（分/人･日） 

 
ΔCO2

BPT = CCO2× (γpub × ΔTpub + γbike × ΔTbike) 
（円/人･日）･･･式4-2

・CCO2：CO2 1g あたりの費用（円/g-CO2） 
・γpub：公共交通の CO2排出量原単位（g-CO2/回） 
・γbike：バイクの CO2排出量原単位（g-CO2/回） 
・ΔTpub ：公共交通利用回数の変化量（回/人･日） 
・ΔTbike ：バイク利用回数の変化量（回/人･日） 

 
ここで，「CO2 1g あたりの費用」については，2007

年に報告された取引の平均価格である 1,212×10－6（円

/g-CO2）を用いた 16) ．また，「クルマの CO2排出量原

単位」，「公共交通の CO2 排出量原単位」，「バイクの

CO2排出量原単位」については，それぞれ 94（g-CO2/

分），920（g-CO2/回），380（g-CO2/回）を用いた 17) ． 
 

（５）クルマ移動時間減少便益 

これは，MMにより自動車トリップが削減されれば，

自動車ネットワークの交通量が削減することにより，

自動車ネットワーク全体の混雑が緩和し，速度が向上

し，移動時間が短縮することによる便益を意味する．

算出手順は以下の通りである． 
まず，現況 OD 表を用いて交通量配分を行い，「ＭＭ

実施前」の総走行時間費用を算出する．次に，対象地

域に含まれる全ゾーンを起点，終点とする乗用車，小

型貨物，普通貨物の総 OD 交通量 S_O (= 1,681,609)，
S_D (= 1,683,818) 及び，表 2 のクルマ利用回数（回/
月）の差より算出した「リビング京都」購読者の自動

車トリップ削減数 X=155,312 により「OD 交通量削減

率」を算定する．なお，この自動車トリップ削減数 X
の OD 分布を測定していないため，ここでは，（“安全

側”の評価を行うという趣旨で）少なくともその半分

の X/2 は対象地域を起点，終点としたトリップである

と仮定すると共に，対象地域内の OD 交通量の削減率

が一様であると仮定し，対象地域内の OD 交通量の削

減率を Red_O＝(X/2)/(S_O)，Red_D＝(X/2)/(S_D)とい

う形で求め，これを対象地域内の全ての事前 OD 交通

量に掛け合わせることで，修正 OD 表を作成した．そ

して，これを用いて再度交通量配分を行い，ＭＭ実施

後の総走行時間費用を算出した．ここで，「車種別の時

間価値原単位」は「乗用車」，「バス」，「小型貨物車」，

「普通貨物車」について，それぞれ 62.86，519.74，56.81，
87.44（円/分･台）を用いた 18) ． 

 
（６）公共交通移動費用の運賃収入増加 

これは，個人的には MM により公共交通の利用が増
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加することに伴う移動費用の増加を意味し，社会的な

には交通事業者における運賃収入の増加による便益を

意味する．したがって，社会的便益としては相殺され

るため，本稿では，便益を算出するものの費用対効果

の算出には加えない．ただし，交通政策上，運賃収入

増加は意味を持つことがしばしばであることから，本

稿では参考までに算定することした．算定方法は，式

5の通りである．  
ΔFARE = Cpub × ΔTpub（円/人･日）･･･式5 
= (Ctra × αtra × ΔTpub) + (Cbus × (1 - αtra) × ΔTpub) 
・Ctra

 ：鉄道の 1 回あたり平均運賃（円/回） 
・Cbus

 ：バスの 1 回あたり平均運賃（円/回） 
・αtra：対象地域の公共交通利用における鉄道の利用割合 
・ΔTpub：公共交通利用回数の変化量（回/人･日） 

 
ここで，「鉄道の 1 回あたり平均運賃」は，京都都市

圏での「平均」を意味するもので，これについては「普

通券利用時の 1 回あたり平均運賃（円/回）×β＋定期

券利用時の 1 回あたり平均運賃（円/回）19) ×（1－β）」
で算出した 281（円/回）を用いた．なお，βとは普通

券の利用率であり，β = 0.399 とした 19) ．また，「バス

の 1 回あたり平均運賃」については，京都市交通局が

運営する市バスの「普通・大人」の場合の運賃である

220（円/回）を用いた．また，「対象地域の公共交通利

用における鉄道の利用割合」は，0.77 とした 11) ． 
 
４．費用対効果の算出結果 

 
ここで，MM 施策に要した費用は，主にアンケート

の印刷費・発送費，リビング京都への記事掲載費，人

件費，研究費であり，合計で約 3,350 万円であった． 
一方，表3より，本稿にて検討した指標を用いて算

出した総便益は約 1,341（百万円/年）となった．よっ

て，プロジェクトの対象期間を 1 年と仮定して費用対

効果を算出した結果，約 40.0 となった．また，公共交

通移動費用の増加に伴う運賃収入増加便益は，約 23
（百万円/年）となった．なお，表2にて，有意差また

は有意傾向が見られた交通行動のみ記事の効果があっ

たと考えた場合，総便益は約 1,027（百万円/年），費用

対効果は約 30.7，公共交通移動費用の増加に伴う運賃

収入増加便益は，約 126（百万円/年）となった． 

５．おわりに 

 

本稿では，MM 施策の効果を経済的観点から評価す

る方法について検討するとともに，リビング京都を活

用したコミュニケーション施策の費用対効果について

算出し，費用対効果が約 40.0 という大きな効果を示す

結果が得られた．この結果は，今回の MM 施策の有効

性を示すのみならず，これまで進められてきた各種の

MM施策を大規模に展開することが高い合理性を持つ

であろうことを示唆するものである．また，今回示し

た便益算定手順やその考え方は，今後行政主体が実施

する MM 施策の効果を測定する際の一助となること

が期待され，これをこういう形でとりまとめ，公表す

ることについては交通計画上，一定の工学的意義を持

つものと期待されるところである． 
 しかし，本稿にて使用した原単位に関わる諸データ

の中には，より精緻化することが望ましいものも含ま

れていると考えられる．特に，CO2の価格については，

現在公開されている値が妥当であるかどうかは定かで

はなく．また，今回は，MM が交通政策上，その向上

を目指している一方で考慮できなかった項目（街の賑

わい，移動活動そのものの価値の変化など）も存在し

ていることから，今後は，海外の事例も参考にしつつ，

MM 施策の評価方法についてのさらなる研究，検討を

蓄積していくことが必要であると考えられる． 
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表3 各便益およびCO2削減量の値 

※ 有意のみ･･･表2にて係数の有意確率が10%以下の項目のみで算出した場合

全項目 有意のみ
（1）健康増進便益 約366 約366
（2）交通事故損失減少便益 約390 約202
（3）クルマ走行費用（燃料費）削減便益 約250 約130
（4）環境改善便益（CO2排出量の削減） 約11 約4.8
（5）クルマ移動費用減少便益 約324 約324
（6）公共交通移動費用の運賃収入増加 約23 約126
便益の合計 約1,341 約1,027

CO2削減量（t-CO2/年） 約8,700 約3,900

便益（百万円/年）
便益指標


